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参考1-1 社会インフラの確保（港湾等）

■北陸地域港湾の現況
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コンテナ取扱量算定式
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出典：国土技術政策総合研究所：港湾計画段階におけるコンテナターミナルエリア規模推計モデル,2003年

運輸省港湾局・国際臨海開発研究センター：コンテナターミナル施設計画報告書,1993年

NS：グランドスロット数
（コンテナを蔵置する1段目のスペース）

算定式各係数の考え方

Ex:上図においてはNs＝12

My ：算定した年（月）間取扱量（TEU）

Ns ：グランドスロット数（TEU） ：コンテナを蔵置する1段目のスペース数

P ：ピーク率 ：年（月）平均の日取扱量に対する年（月）最大日取扱量の比

α ：有効係数 ：コンテナを蔵置するスペースの有効活用率

H ：コンテナ最大積段数 ：コンテナ積み段数の最大値

Dt ：平均蔵置日数（日） ：当該ヤード内の平均の蔵置日数

Dy ：年（月）間の作業日数

）
）年（月）間取扱量（

・日）年（月）間蔵置数量（
（

TEU
TEU



α：有効係数
（蔵置するスペースの有効活用率）

Ex:上図においては α＝0.75
(MAX36TEU（3段）に対して27TEU)

H：コンテナ最大積段数
（コンテナ積み段数の最大値）

ストラドルキャリア
実入：3段 空：4段

トランスファークレーン
実入：4段 空：5段

※下記研究では

P=1.2～1.3
※下記研究では α=0.75

参考1-2 社会インフラの確保（港湾等）

■コンテナターミナルにおける最大取扱貨物量算定の考え方
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参考1-3 社会インフラの確保（港湾等）
■航路・泊地・岸壁における最大取扱貨物量算定の考え方

待ち行列Lｑ（隻／時間）
（接岸を待っている船舶の平均数 ）

入港頻度λ
（隻／時間）

1隻あたりの平均待ち時間
W（時間／隻）

（接岸待ち時間＋平均処理時間 ）

※船舶の大型化・多頻度
化により、処理可能隻数
が減少する

１．入港隻数の増加（入港頻度の増加）と、入港船舶の大型化（処理可能隻数の減少）
の双方のバランスを考慮して、待ち行列理論※を適用し、処理可能隻数を超えない
入港頻度を設定して1隻あたりの平均待ち時間Wを算定する。

２．1隻あたりの平均待ち時間Wから1ヶ月あたりの処理可能隻数を算定する。
３．処理可能隻数に1隻あたりの平均積載個数を掛け、航路・泊地・岸壁における最大

取扱貨物量を算定する。

入港頻度
λ（隻／時間）

処理可能隻数
μ（隻／時間／岸壁）

待
ち
行
列
Lq
（隻
／
時
間
）

算定手順船舶の離接岸イメージ

1
ヶ
月
あ
た
り
の
処
理
可
能
隻
数
（隻
／
月
）

1
ヶ
月
あ
た
り
の
最
大
取
扱
可
能
貨
物
量

※待ち行列理論：顧客がサービスを受けるために行列に並ぶようなシステムの混雑現象を解析することを目的としたもの

1
隻
あ
た
り
の
平
均
待
ち
時
間

（時
間
／
隻
）

W○1隻あたりの
荷役作業時間

○離接岸時間

処理可能隻数
μ（隻／時間／岸壁）

○1隻あたりの
荷役作業時間

○離接岸時間

×
岸壁数ｓ

岸壁数ｓ
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ρ：岸壁の稼働率
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参考1-4 社会インフラの確保（港湾等）
■待ち行列理論の考え方

待ち行列理論
各変数の考え方

λ：船舶の入港頻度（隻/時間） μ：1岸壁において1時間あたりに
処理可能な隻数（隻/時間）

（離接岸時間＋船内荷役時間）

Ex:上図においてはμ=1/(2+8)=0.1(隻/時間)

接岸時間：1.5時間 荷役時間：8時間 離岸時間：0.5時間

※積載個数、クレーン数により
荷役時間は変化

往復日数：7日→約4隻/月

投入隻数：3隻

Ex:上図においてはλ=約12(隻/月)
=約0.016（隻/時間）

待ち行列理論の算定式

1隻あたりの平均待ち時間
W（時間／隻）

（接岸待ち時間＋平均処理時間 ）

待ち行列Lｑ（隻／時間）
（接岸を待っている船舶の平均数 ）

ｓ：岸壁数

λ：船舶の入港頻度

μ：1時間あたりに処理可能な隻数

※q:queue:列

※入港頻度・処理時間はランダムとする。（λはポアソン分布、1/μは指数分布に従う。）

最大取扱貨物量の算定においては、
・ 既存のローテーション（船の大きさ、寄港地、頻度）は維持する。
・.追加投入する船舶については、東南アジア航路を想定し、
3,500TEU級とする。 4



参考1-5 社会インフラの確保（港湾等）

1ゲートにおける
1時間あたりの

処理台数
（台/時間・ゲート）

ゲート数

■ゲート処理における最大取扱貨物量算定の考え方

■船内荷役における最大取扱貨物量算定の考え方

ゲート数
（ゲート）

ゲートオープン
時間

（時間/月）
× ×

1月あたりの

入構可能台数
（台/月）

※コンテナ車1台あたり1.5TEUとする

1ヶ月あたりの最大取扱可能貨物量
（TEU/月）

※平均処理時間を3分/台とする
（現地調査、ヒアリング結果より）
→20台/時間・ゲート

1クレーンにおける
1時間あたりの

荷役個数
（個数/時間・クレーン）

ガントリー
クレーン数
（クレーン）

荷役作業
時間

（時間/月）
× ×

※最大で35個/時間とする
（1個あたり1.5TEUとする）

→53個/時間・クレーン

1ヶ月あたりの

最大取扱可能
貨物量

（TEU/月）

ガントリークレーン数

1時間あたりの

荷役個数

ゲートの処理可能台数から最大取扱可能貨物量を算出する。

ガントリークレーンの荷役可能個数から最大取扱可能貨物量を算出する。

※処理能力内の入構頻度であれば渋滞長を定量的に把握できるが、
処理能力を超えると理論上渋滞長は無限大となる。

※最大で21時間とする

※離接岸時間を2時間とする
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参考2-1 事業継続の支援充実

■各県の支援メニュー（代替輸送）

富山県

富山県

福井県

石川県
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参考2-2 事業継続の支援充実

■各県の支援メニュー（代替立地）

対象業種 助成対象
１回あたり
限度額

企業投資額 新規雇用 通算限度額

石川県

製造業
自然科学研究所
ソフトウェア業

デザイン業、機械設計業
情報処理・提供サービス

施設 等

土地・建物・設備
（設備のみの取得を除く）富山県

２億円２０人以上
３０人以上

【新規立地・増設】
５０億円以上または６０人以上

５億円

【新規立地・増設】
１００億円以上かつ１００人以上

【新規】５億円以上
【増設】１５億円以上 ・１回あたり

４０億円
・１工場敷地
あたり５０億円

３０億円

製造業
ソフトウェア業
デザイン業

新設５億円
（特例１０億円）

増設２億円
（特例５億円）

１５億円
（知事特例３０億円）

新潟県

製造業、卸売業
運送業、倉庫業

こん包業、製造業に係る研
究開発施設

※新設（県内での移転等除く）
増設（機械設置等の更新等除く）

投下償却資産
１億円以上

県営産業団地、
新潟東港工業地帯、

県営新潟東港物流団地 等

上記以外の公的団地

民地

同１億円以上

同１億円以上

１０人以上
５０億円

（投下償却資産
の５％以内）

過疎地域等

過疎地域等を除く
能登地域

過疎地域等を除く
加賀地域

増設 １億円以上

増設 ３億円以上
（民有地５億円以上）

増設 ５億円以上

５人以上

１０人以上

１５人以上

産業高次機能施設
空港・港湾活用工場等 ５億円以上

１０人以上

組み合わせ
により、最大
５０億円

福井県

一般製造業

製造業
先端技術産業
健康長寿産業

①土地の取得費・造成経費
②工場等の建設経費
③機械装置等の取得経費

なし
１０億円以上

２０人以上
３０人以上

１億円
４億円 ８億円

１０億円以上
１０人以上２０人未満
２０人以上３０人未満

３０人以上

３億円
６億円
１０億円

３０億円

試験研究所

同上①～③

１億円以上 １０人以上 ３億円 ６億円

情報サービス業
④土地建物賃借料 ３千万円以上 １０人以上

２千万/年
（３年間）

４億円
２億円

新
設
一
億
円
以
上

２０人以上

④土地
建物

独自技術保有工場等

対象業種
補助要件
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輸出入ｲﾝﾀｰ
ﾌｪｰｽｼｽﾃﾑ

× 申請窓口やﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸが複数存在

× 各府省毎に申請者のID・パスワードを設定

× 各府省毎に入力項目や入力コード等を設定

・・・等

乗員上陸許可
支援システム
（入国管理）

検疫所
（検疫手続）

港湾EDI
（港湾手続） NACCS

（税関手続）

ANIPAS
（動物検疫）

PQ-NETWORK
（植物検疫）

FAINS
（食品衛生）

JETRAS
（貿易管理）

申請者

旧シングルウィンドウの課題

○ 申請窓口・ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸを一元化

○ 申請者のID・パスワードを統一

○入力項目名や入力コード等の共通化

・・・等

現行シングルウィンドウで実現

改
善

平成25年2月現在平成20年10月まで

府省共通ポータル
（統一電子申請窓口）
【平成20年10月～】

統合NACCS

FAINS
（食品衛生）

PQ-NETWORK
（植物検疫）

ANIPAS
（動物検疫）

（港湾手続、税関手続、
検疫手続、入国管理、
貿易管理）

○ 全ての関係省庁システムを一元化

○ 府省共通ポータルもNACCSに統合さ

れ、システムが一層スリム化

○データベースの統廃合により効率的

となる運用・情報管理

○運用・保守の一元化により、システ

ムの安定性が更に向上

・・・等

関係省庁システムへの更なる統合へ

平成25年10月（予定）

統合NACCS

（港湾手続、税関手続、検疫手続、
入国管理、貿易管理、植物検疫、
動物検疫、食品衛生）

発
展

申請者

申請者

○港湾手続については、平成１１年に港湾管理者及び港長に係る入出港手続等を対象として、電子申請システ
ム（港湾EDI）を構築し運用を開始。

○ユーザの立場からは、各々のシステムに個別にアクセスし申請を行う必要があることから、同種類の申請を
複数のシステムに入力する負担が大きかった。

○これらニーズを踏まえ、平成２０年に港湾EDIシステムと税関システム（NACCS）を統合した「統合NACCS」を
構築したところ。

参考3-1 港湾EDIシステムの変遷
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コンテナヤード

船会社バンプール 海貨業

空ｺﾝﾃﾅの引取り

CYへの輸出ｺﾝﾃﾅの搬入

空ｺﾝﾃﾅの引取り

空ｺﾝﾃﾅのP/Uオー
ダー情報登録

P/Uオーダー回
答情報登録

船会社

ブッキング
情報登録

陸運会社

空ｺﾝﾃﾅ引渡
情報登録(ｺ
ﾝﾃﾅ番号等)

NACCSによるEIR
の自動作成

海貨業

P/Uオーダー情報を

利用した搬出管理
等のバンプール業
務の効率化

輸出貨物

・ブッキング情報の
早期入手実現
・共同運航における
ブッキング情報の標
準化

ブッキング情報等
の利用によるP/U
オーダー入力作業
の省力化

・P/Uオーダー手続の標準化

・電子化によるペーパーレス化
（FAX送信等不要）

ブッキング情報の標準化

①ブッキング情報

②P/Uオーダー情報

③P/Uオーダー回答情報

ＮＡＣＣＳからのP/U
ｵｰﾀﾞｰ回答情報を
利用して空ｺﾝﾃﾅ
P/U依頼（プッキン

グ番号等を通知）

・事前情報による作業の効率化
・ブッキング号等のみによる引取
⇒ペーパーレスによるスムーズなゲートイン

保税蔵置場等

④CY搬入情報
(仮陸揚等の場合を含む)

・CY搬入時間の短縮、CY搬入手続の標準化
・CY搬入票の省略（ｺﾝﾃﾅ番号で搬入）

⇒ペーパーレスによるスムーズなゲートイン

CY搬入情報の早期
入手によりCY業務、

船積業務等が効率
化

EIR

④CY搬入情報 ﾊﾞﾝﾆﾝｸﾞ情報登録
(VAN等)に併せてCY
搬入情報を登録

CY搬入情報のみを先行し

て登録することも可能

空ｺﾝﾃﾅ引渡情報
登録に基づきﾌﾞｯ
ｷﾝｸﾞ番号と貸出ｺ
ﾝﾃﾅ番号の関連
情報を入手

CY搬入情報登録
（仮陸揚等の場合を含む）

バンニング

CY搬入確認
コンテナ番号

P/Uオーダー番号

ＣＹ搬入情報を次のどちらかで登録
・バンニング情報登録業務で登録
・ＣＹ搬入情報登録業務で登録

NACCSで「P/Uオーダー番号」を自動付番

参考 3-2 コンテナヤード搬出入業務等のイメージ（輸出）
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コンテナヤード

輸入ｺﾝﾃﾅの引取り

輸入ｺﾝﾃﾅ引取予定
情報登録（ＲＳＳ０１）

海貨業

船会社

輸入貨物荷渡可能
情報登録（ＤＯＲ）

輸入ｺﾝﾃﾅ引取予
定確認（ＲＳＴ０１）

陸運会社

CY搬出確認

デマレージ等照会
海貨業

デマレージ等
請求情報登録

ﾃﾞﾏﾚｰｼﾞ等電子決済業務

ＮＡＣＣＳ
収納代行
機関

輸入ｺﾝﾃﾅの引取り

①Ｂ/L番号＋荷渡可能表示（Ｄ／Ｏ ＩＤ不要化）

②輸入ｺﾝﾃﾅ引取予定情報

③輸入ｺﾝﾃﾅ引取予定確認情報（搬出ＩＤ等）

④デマレージ等請求情報（ＮＡＣＣＳ請求番号）

ＮＡＣＣＳ
電子決済
業務

デマレージ等
電子決済登録

⑤支払完了情報

ペイジー、インターネット銀行
振込等を利用し支払

⑤領収確認情報

陸運会社

・ＣＹが発給する搬出ＩＤによる引取、ＣＹ搬出手続の標準化
・ＣＹ搬出票の省略
⇒ペーパーレスによるスムーズなゲートイン

・電子決済によりCY往訪等が不要

・支払手続の簡素化

・ＣＹにおける現金管理
等のリスク回避
・リアルタイムな領収確
認が可能

Ｄ／Ｏ ＩＤ発給業
務の省力化

ＲＳＳ０１、ＲＳＴ０１をＣＹ間
のフィーダーにも対応

ＮＡＣＣＳからの
引取予定確認情
報を利用して輸
入ｺﾝﾃﾅ引取依頼
（搬出ＩＤ等を通
知）

ＣＹ発給の搬出ＩＤ

参考 3-3 コンテナヤード搬出入業務等のイメージ（輸入）
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